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令和６年能登半島地震義援金募金へのご協力のお願い 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

平素は当商工会議所事業運営に対しまして、多大なるご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、去る１月１日、石川県能登地方を震源とする非常に強い地震が発生しました。被災地では、未だ余震が

続き、また、能登地方を中心とする被害が大きかった地域においては、身の安全確保や生活の維持が最優先であ

り、被害の全容把握や本格的な事業再開活動には一定の時間を要するものと思われます。 

主要産業の拠点が打撃を受け、被災地を超えて全国的なサプライチェーン等への影響など、石川県、富山県を

はじめとする北陸経済のみならず、わが国経済への影響も懸念されます。 

このような中で、日本商工会議所では、被災地の一日も早い復旧・復興のため「①被災事業者の事業再開」、

「②被災商工会議所の再建」、「③観光回復等に係る事業」に活用するため、義援金を募ることとしており、当所

といたしましても、東日本大震災の被災地としての思いも込め、義援金を募りたいと存じます。 

つきましては、すでにそれぞれのお立場で義援金のご協力をされておられると存じますが、上記趣旨をご賢察

のうえ、何卒ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

敬具 

記 

１．義援金寄贈先 

      日本商工会議所を通じ、被災商工会議所および商工会議所連合会に寄贈します。被災地域のブロック商工  

会議所連合会および商工会議所連合会にて被災状況等を勘案し、配分等は決めさせていただきます。 

 

２．募金方法 

誠に恐縮に存じますが、裏面「令和６年能登半島地震義援金募金申込書」に、募金口数（１口：１万円）

ほか必要事項をご記入の上、ＦＡＸ（0226-24-3817）にて２月２０日（火）までお申し込み下さい。併せて

下記口座にお振込みくださいますようお願い申し上げます。 

■支 援 金：１口 １万円でご賛同いただける口数 

■受付口座：七十七銀行 気仙沼支店 普通預金０１０５２７９ 

気仙沼商工会議所 会頭 菅原 昭彦  

３．税法上の取り扱い 

今回の義援金は、一般の寄附金扱いとなります。法人の場合は、一定の範囲内で寄附金控除が受けられます。  

計算式は裏面をご参照ください。なお、個人の場合は所得控除されません。 
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令和６年能登半島地震義援金募金 

申   込   書 

 

事業所名                  

 

標記義援金について下記のとおり申し込みます。 

 

     口           円 

※振込予定日：   月    日 

ご担当者               

 

ご連絡先               

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＜法人の場合＞ 

【損金算入限度額の計算式】 

（Ａ×事業年度の月数／12×2.5／1000＋Ｂ×2.5／100）×1／4＝損金算入限度額 

Ａ：資本等の金額＝期末資本金額＋資本積立金額 

Ｂ：所得金額＝法人税申告書別表四 仮計の金額＋支出寄附金の額〈注〉 

〈注〉所得金額は、支出した寄附金の額を損金に算入しないものとして計算する。 

〔例１〕資本等の金額（Ａ）が１０億円、所得金額（Ｂ）が１億円の会社の場合 

（１０億円×12/12×2.5/1000+１億円×2.5/100）×1／4＝１２５万円 

〔例２〕資本等の金額（Ａ）が１億円、所得金額（Ｂ）が１千万円の会社の場合 

（１億円×12/12×2.5/1000+１千万円×2.5/100）×1／4＝１２．５万円 

〔例３〕資本等の金額（Ａ）が２千万円、所得金額（Ｂ）が１千万円の会社の場合 

（２千万円 12/12×2.5/1000+１千万円×2.5/100）×1／4＝７．５万円 

＜個人の場合＞ 

所得控除されません（認められません）。 

※根拠法（条項）：所得税法施行規則第四十七条の二３の控除対象に含まれない。 


